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１．概算要求方針 

  農林水産省では、食料・農業・農村基本法（平成１１年法律第１０６号）に
基づき閣議決定された食料・農業・農村基本計画（平成２２年３月）を踏まえ、
「農林水産研究基本計画」（平成２２年３月農林水産技術会議決定）を策定し
た。 

 
  この中で、農林水産業の生産性向上と持続的発展、農林水産物・食品の高品

質化や安全確保のための研究を重点目標として掲げ推進している。 
 
  このような目標を達成するための研究の一環として、原子力政策大綱（平成

１７年１０月原子力委員会決定）に掲げられた放射線利用技術の開発に取り組
むとともに、研究成果を活用した病害虫根絶事業等を実施する。 

（１）全体方針 



２．見積もり基本方針への対応  （従前の原子力関係経費） 

◎アリモドキゾウムシ等の根絶防除事業について 

○ 取組状況 
 
 奄美群島や沖縄等では、サツマイモに重大な被害を

不えるアリモドキゾウムシ、イモゾウムシ等（以下
｢アリモドキゾウムシ等」という。）が発生している
が、これら地域における農業生産振興を図り、我が国
農作物の安定的な生産に資するためには、これら害虫
の防除を行うとともに未発生地域へのまん延を防止す
る必要がある。 
 このため、これらの発生地域である鹿児島県喜界島、

沖縄県久米島及び津堅島において、放射線を用いた丌
妊虫放飼法等の技術を活用し、アリモドキゾウムシ等
の根絶に向けた防除を実施しているほか、同害虫の発
生地域から寄主となる植物の移動を禁止又は制限して
いる。 
 また、平成5年に国内から根絶されたウリミバエに

ついては、根絶後も台風等の気象要因による飛来等が
あるため、発生地域からの再侵入防止措置として丌妊
虫放飼法による防除対策を継続して実施している。 
 
 

○ 平成24年度予算額 

 奄美群島におけるアリモドキゾウムシ根絶防除に必要な
経費 

  消費・安全対策交付金 2,606百万円の内数 
 

 

  
    
 

・沖縄県におけるウリミバエ侵入防止事業に必要な経費 
  沖縄振興特別推進交付金※  803.4億円の内数 
 
・沖縄県におけるイモゾウムシ等根絶防除に必要な経費 
  沖縄振興特別推進交付金※  803.4億円の内数 
 

※平成２３年度までは特殊病害虫特別防除事業費で対応。 

【丌妊虫放飼法】 
 アリモドキゾウムシを人工飼育し、羽化後、放射
線により丌妊化した成虫を野外に放すことにより、
丌妊虫と野生虫の交尾で産卵された卵がふ化しない
ことや野生虫同士の交尾頻度も低下できるため、野
生虫の発生密度を下げることができる。 

  

アリモドキゾウムシ成虫 アリモドキゾウムシ幼虫に 
食害されたサツマイモ 

（参考） 
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